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令　和　６　年　第　１　回　定　例　会　補　正　予　算

（第 ９ 号）

（第 ３ 号）

一 般 会 計 補 正 予 算

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ３ 号）

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 補 正 予 算

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ３ 号）

所沢駅西口土地区画整理特別会計補正予算 （第 ３ 号）

地方創生臨時交付金充当事業一覧
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◇　一　般　会　計 （第９号）

補正前予算額 130,250,627千円に 324,458千円 を追加し、

総額 130,575,085千円 とする。

◎　歳　入

○ 地方交付税 568,809 千円

・普通交付税追加 568,809 千円

○ 国庫支出金 千円

・保険基盤安定負担金（保険者支援分）減 △ 14,954 千円

・障害者自立支援給付費負担金追加 23,900 千円

・子どものための教育・保育給付交付金追加 48,899 千円

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金追加 117,278 千円

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金追加 51,084 千円

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金追加 5,109 千円

・社会資本整備総合交付金 80,400 千円

　　　　　　（所沢駅ふれあい通り線道路築造費）追加

・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金減 △ 55,883 千円

○ 県支出金 千円

・保険基盤安定負担金（保険税軽減分）減 △ 24,452 千円

・保険基盤安定負担金（保険者支援分）減 △ 7,477 千円

・障害者自立支援給付費負担金追加 11,950 千円

・後期高齢者医療保険基盤安定負担金減 △ 19,710 千円

・子どものための教育・保育給付費負担金追加 19,727 千円

・教育認定子どもに係る施設型給付費等補助金追加 2,294 千円

○ 寄附金 千円

・交通事故防止啓発事業等寄附金追加 250 千円

・まち・ひと・しごと創生寄附金追加 1,200 千円

○ 繰入金 千円

・財政調整基金繰入金減 △ 622,750 千円

　既計上額 6,487,371千円

議案第3～7号資料

令 和 ５ 年 度  補 正 予 算 概 要

255,833

△ 17,668

1,450

△ 622,750
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○ 諸収入 千円

・後期高齢者健康診査負担金追加 1,711 千円

・後期高齢者保健事業等補助金追加 1,680 千円

・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 55,883 千円

・過年度分幼稚園型一時預かり事業費補助金返還金 10 千円

○ 市債 79,500 千円

・所沢駅ふれあい通り線道路築造事業債追加 79,500 千円

324,458 千円

◎　歳　出

○ 総務費 8,507 千円

・まち・ひと・しごと創生基金積立追加 1,200 千円

◎過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生 7,045 千円

臨時交付金返還金

◎交通事故防止啓発用品購入事業 262 千円

（交通安全運動推進事業の一環）

○ 民生費 136,269 千円

◎障害福祉サービス事業（特定障害者特別給付費） 1,800 千円

◎障害福祉サービス事業（介護給付費） 46,000 千円

◎地域生活支援事業（障害者等訪問入浴サービス事業） 566 千円

◎健康診査実施事業 1,965 千円

◎総合健康診断（人間ドック）補助事業 1,905 千円

・後期高齢者医療特別会計へ繰出（保険基盤安定分）減 △ 26,279 千円

◎国民年金事務委託金返還金 443 千円

・国民健康保険特別会計へ繰出

　　（保険基盤安定保険税軽減分）減 △ 32,602 千円

　　（保険基盤安定保険者支援分）減 △ 29,909 千円

　　（財政安定化支援事業分）追加 1,769 千円

　　（運営費分）追加 74,100 千円

◎民間保育園保育実施委託事業 61,700 千円

◎特定教育・保育施設等給付費負担金事業 34,811 千円

○ 衛生費 25,369 千円

◎がん検診事業 20,260 千円

◎新型コロナウイルスワクチン接種事業 5,109 千円

歳入合計

59,284

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。
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○ 土木費 150,300 千円

◎所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（1工区） 160,000 千円

・所沢駅西口土地区画整理特別会計へ繰出減 △ 9,700 千円

○ 消防費 18 千円

◎災害対策・指定避難場所整備事業 18 千円

○ 教育費 3,995 千円

◎児童事故に係る賠償金 3,987 千円

◎交付金等返還金 8 千円

324,458 千円

◎繰越明許費の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加　

・中富南コミュニティセンター施設整備事業 千円

◎交通事故防止啓発用品購入事業 千円

◎新型コロナウイルスワクチン接種事業 千円

（事業概要調書は22ページ）

・一般廃棄物減量化方策推進事業 千円

・河川・水路維持管理事業 千円

◎所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（1工区） 千円

（事業概要調書は24ページ）

・学校施設太陽光発電設備設置事業 千円

◎債務負担行為の補正（名称の前の◎は、事業概要調書があるものを示しています。）

○ 追加　

◎税系システム改修委託料　　（事業概要調書は12ページ）

期 　間 令和6年度まで

限度額 2,093千円

◎フロート式太陽光発電設備機器取付委託料　　（事業概要調書は23ページ）

期 　間 令和6年度まで

限度額 422千円

54,622

262

13,380

51,446

300,000

232,210

6,435

（交通安全運動推進事業の一環）（事業概要調書は11ページ）

歳出合計
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◇　狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第３号）

◎ 継続費の補正     年割額の変更

◇　所 沢 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 （第３号）

補正前予算額 1,939,294千円に 50,000千円 を追加し、

総額 1,989,294千円とする。

◎　歳　入

○ 国庫支出金 67,300 千円

・社会資本整備総合交付金追加 67,300 千円

○ 繰入金 △ 9,700 千円

・一般会計繰入金減 △ 9,700 千円

○ 市債 △ 7,600 千円

・所沢駅西口土地区画整理事業債減 △ 7,600 千円

50,000 千円

◎　歳　出 歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

○ 所沢駅西口土地区画整理事業費 50,000 千円

◎所沢駅西口土地区画整理事業 50,000 千円

50,000 千円

◎ 継続費の補正     年割額の変更

歳入合計

歳出合計
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◇　国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （第３号）

補正前予算額 31,959,061千円に 43,158千円を追加し、

総額 32,002,219千円とする。

◎　歳　入

○ 県支出金 29,800 千円

・保険給付費等交付金（普通交付金）追加 29,800 千円

○ 繰入金 13,358 千円

・保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）減 △ 32,602 千円

・保険基盤安定繰入金（保険者支援分）減 △ 29,909 千円

・財政安定化支援事業繰入金追加 1,769 千円

・運営費繰入金追加 74,100 千円

43,158 千円

◎　歳　出

○ 保険給付費 29,800 千円

◎一般被保険者療養給付費 29,800 千円

○ 諸支出金 13,358 千円

◎補助金等返還金 13,358 千円

43,158 千円

◇　後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 （第３号）

補正前予算額 5,840,437千円から 26,279千円を減額し、

総額 5,814,158千円とする。

◎　歳　入

○ 繰入金 △ 26,279 千円

・保険基盤安定繰入金減 △ 26,279 千円

△ 26,279 千円

◎　歳　出

○ 後期高齢者医療広域連合納付金 △ 26,279 千円

・保険基盤安定納付金減 △ 26,279 千円

△ 26,279 千円

歳入合計

歳出の中の◎は、事業概要調書があるものを示しています。

歳出合計

歳入合計

歳出合計
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（単位：千円）

   予   算   額

会　　　計　　　名 補正前 補正後 比　　　較 備　　　　考

一 般 会 計 130,250,627 130,575,085 324,458

狭 山 ケ 丘 土 地 区 画 整 理 特 別 会 計 221,108 221,108 0

所沢駅西口土地区画整理特別会計 1,939,294 1,989,294 50,000

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 31,959,061 32,002,219 43,158

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 5,840,437 5,814,158 △ 26,279

 ○令和５年度　補正予算比較表

-
 
7
 
-



款 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

総務費 過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金返還金 7,045 経営企画課 10

交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環） 262 防犯交通安全課 11

税系システム改修事業（定額減税対応分） ― 市民税課 12

民生費 障害福祉サービス事業（特定障害者特別給付費） 1,800 障害福祉課 13

障害福祉サービス事業（介護給付費） 46,000 　　〃 14

地域生活支援事業（障害者等訪問入浴サービス事業） 566 　　〃 15

健康診査実施事業 1,965 国民健康保険課 16

総合健康診断（人間ドック）補助事業 1,905 　　〃 17

国民年金事務委託金返還金 443 市民課 18

民間保育園保育実施委託事業 61,700 保育幼稚園課 19

特定教育・保育施設等給付費負担金事業 34,811 　　〃 20

衛生費 がん検診事業 20,260 健康管理課 21

新型コロナウイルスワクチン接種事業 5,109 　　〃 22

再生可能エネルギー普及推進事業 ― マチごとエコタウン推進課 23

土木費 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（1工区） 160,000 所沢駅西口区画整理事務所 24

消防費 災害対策・指定避難場所整備事業 18 危機管理室 25

教育費 児童事故に係る賠償金 3,987 学校教育課 26

交付金等返還金 8 保育幼稚園課 27

令和５年度　補正予算（一般会計）主な事業内容

-
 
8
 
-



会 計 主 な 事 業 内 容
事　業　費
（千円）

担 当 課
事業概
要調書
ページ

所沢駅西口土地区画整理事業 50,000 所沢駅西口区画整理事務所 28

国民健康保険特別会計 一般被保険者療養給付費 29,800 国民健康保険課 29

補助金等返還金 13,358 　　〃 30

所沢駅西口土地区画整
理特別会計

令和５年度　補正予算（特別会計）主な事業内容

-
 
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 経営企画部　経営企画課

2 1 6 説明 市政計画事務費

事業名 過年度分新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金返還金

事業費総額 ７,０４５ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 財政運営

基
本
方
針

財源の確保
コード 752

根拠法令等
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金交付要綱
（国）

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金について、令和4年度実績
報告に基づき精算を行ったところ、概算交付済額が所要額を上回っていたた
め、国庫に返還するものである。

【返還額積算内訳】
　令和4年度新型コロナウイルス感染症対応 　　2,083,350,000円
　地方創生臨時交付金（繰越分除く。）
　所要額　　　　　　　　　　　　　　　　 －)2,066,193,180円
　令和5年12月補正返還額    　　　　 　　 －）  10,112,000円
　返還額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,044,820円

　補正額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,045,000円

　

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 61
過年度分新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金返還金

7,045

計 7,045
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて返還
を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
1
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

　
　　

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、交通事故防止の啓発を図るため、啓発品等の整備を
行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 262
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

02 事業用備品費 6917

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

10 01 消耗品費 193

本事業は、市内の団体から寄附があり、所沢市の交通事故防止に役立ててほ
しいとの寄附者の意向に沿い、交通安全運動推進事業の一環として、交通事故
防止につなげるための啓発品を購入するものである。

なお、事業の実施に当たっては、事業予算を令和6年度に繰越明許するもので
ある。

【購入物品】
　・消耗品として各季交通安全運動期間等に配布する反射材1,700個
　・備品として交通安全啓発用DVD1本

【これまでの取組】
　・令和3年度：消耗品として交通安全教室で使用する横断マット4枚及び
　　　　　　　 反射材1,300個、備品として交通安全啓発用DVD1本
　・令和4年度：消耗品として反射材3,000個
　・令和5年度：消耗品として反射材500個

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

19 寄附金
交通事故防止啓発事業等寄
附金

250

250

基
本
方
針

交通安全意識の向上
コード 181

根拠法令等 交通安全対策基本法、所沢市交通安全計画

事業名 交通事故防止啓発用品購入事業（交通安全運動推進事業の一環）

事業費総額 ２６２ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 交通安全

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　防犯交通安全課

2 1 12 説明 交通対策費

-
 
1
1
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

新　規　事　業　概　要　調　書

一般会計 財務部　市民税課

2 2 2 説明 市民税等賦課事務費

事業名 税系システム改修事業（定額減税対応分）

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

節 行政経営

基
本
方
針

ICTを利活用し未来をみつ
めた市民本位のまちづくりコード 744

根拠法令等 地方税法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

本事業は、令和6年度に予定されている個人住民税の定額減税へ対応するた
め、税系システムの改修を行うものである。

令和6年度分の個人住民税について、定額による所得割の額の特別控除を実施
するため、特別控除の額を算定し、適用する機能を本システムに追加するもの
である。

【定額減税の概要(個人住民税分)】
　・対　象　者：納税者の令和5年中の合計所得金額が1,805万円以下である者
　・特別控除額：納税者及び配偶者を含めた扶養親族1人につき1万円

【債務負担行為】
　・事　項：税系システム改修委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：2,093千円

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　税制改正に伴うものであり、他の自治体においても、必要に応じてシステム
の改修を行う予定である。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入 2,093 
歳出 2,093 

-
 
1
2
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 1,800
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

1,800

計 1,350

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 31 特定障害者特別給付費

県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

450
歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

900

17

コード 133

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、低所得者に対し、施設入所支援や共同生活援助の障害福祉サービスを
提供した事業者に食費・光熱水費又は家賃の一部を支給するものである。

当初見込みに比べ、支給件数が増加したことにより、予算額の不足が見込ま
れることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【特定障害者特別給付費】〔当初〕　　 〔年度末見込〕
　・支給件数　        　 5,940件  →    6,020件

　年度末見込額　　　60,000,000円
　当初予算額　　－）58,200,000円
　補正額　　　　　　 1,800,000円

　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。

節 障害者福祉

基
本
方
針

事業名 障害福祉サービス事業（特定障害者特別給付費）
なし

事業費総額 １,８００ 千円

自立した生活支援の充実

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
1
3
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討） ⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出

計 46,000
　年度末見込額　　　2,994,894,000円
　当初予算額　　－）2,948,894,000円
　補正額　　　　　　　 46,000,000円

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入

46,000

計 34,500

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 32 介護給付費

県支出金
障害者自立支援給付費負担
金

11,500
歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
障害者自立支援給付費負担
金

23,000

17

根拠法令等 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

本事業は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に
基づき、障害者が生活を送る上での必要な介護等に対し、サービスを提供した
事業者にサービス費を支給するものである。

当初見込みに比べ、支給件数が増加したことにより、予算額の不足が見込ま
れることから不足分について増額するものである。
（国・県負担：負担率　国1/2、県1/4）

【サービスの種類】
　生活介護、施設入所支援等

【利用が増加した主なサービス】
　・生活介護　　　　  　 〔当初〕　　　 〔年度末見込〕
　　  支給件数　         7,520件  →          7,618件
　　　見込額　   1,693,298,000円　→　1,730,103,000円
　・施設入所支援　　　　 〔当初〕　　　 〔年度末見込〕
   　 支給件数　         2,340件  →          2,387件
　　　見込額  　 　398,000,000円  →    407,195,000円
 

節 障害者福祉

基
本
方
針

事業名 障害福祉サービス事業（介護給付費）
なし

事業費総額 ４６,０００ 千円

自立した生活支援の充実
コード 133

  法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
1
4
 
-



款 項 目 08 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　法に基づく事業であり、他の自治体においても同様の事業を実施している。
歳入
歳出

計 566
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 96
障害者等訪問入浴サービス事業補助
金

566

本事業は、家庭において入浴することが困難な重度心身障害者等の居宅に訪
問し、移動浴槽車による入浴サービスを提供する事業者に補助金を支給するも
のである。

当初見込みに比べ、利用回数が増加したことにより、予算額の不足が見込ま
れることから不足分について増額するものである。

【訪問入浴サービス】  〔当初〕        〔年度末見込〕
　・利用回数　　  　　 816回　　　 → 　　865回
 
 
  年度末見込額       10,658,000円
  当初予算額     －）10,092,000円
　補正額　　　　　 　   566,000円

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

基
本
方
針

社会参加の促進と協働の推
進コード 132

根拠法令等
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、
所沢市障害者等訪問入浴サービス事業実施要綱

事業名 地域生活支援事業（障害者等訪問入浴サービス事業）

事業費総額 ５６６ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節 障害者福祉

事  業  概  要  調  書

一般会計 福祉部　障害福祉課

3 1 1 説明 障害者支援費

-
 
1
5
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

後期高齢者に係る健康診査については、疾病を予防し、健康を保持するた
め、埼玉県後期高齢者医療広域連合の委託を受け実施している。

当初見込みに比べ、健康診査受診者数が増加したことにより、予算額の不足
が見込まれることから不足分について増額するものである。

【健康診査受診者】　 　 [当初]　　　　 [年度末見込]
　・基本項目　　　　　 17,850人　　→　　18,050人

　
　年度末見込額　　　182,964,600円
　当初予算額　　－）181,000,000円
　      　　　　　　　1,964,600円

  補正額　　　　　　　1,965,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　国民健康保険課

3 1 2 説明 老人医療費

事業名 健康診査実施事業
なし

事業費総額 １,９６５ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実
コード 345

根拠法令等
高齢者の医療の確保に関する法律、埼玉県後期高齢者医療広域連
合健康診査実施要綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

22 諸収入 後期高齢者健康診査負担金 1,711

計 1,711

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 56 後期高齢者健康診査委託料 1,965

計 1,965
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

なし

　法に基づく事業であり、県内各市町村においても同様の事業を実施している。

歳出
歳入

-
 
1
6
 
-



款 項 目 03 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

本事業は、市民医療センターで人間ドックを受診する後期高齢者医療保険被
保険者に対し、検診費用の一部を助成するものである。

当初見込みに比べ、人間ドック受診者が増加したことにより、予算額の不足
が見込まれることから不足分について増額するものである。
　
【人間ドック受診者】　     〔当初〕　　　　 〔年度末見込〕
　・日帰りコース　　　　  　 800人　　 →　     870人
　・生活習慣病コース　　　　 120人　　 →　　   170人
　
　
　年度末見込額       16,905,000円
  当初予算額     －）15,000,000円
　補正額　　　　　 　 1,905,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　国民健康保険課

3 1 2 説明 老人医療費

事業名 総合健康診断（人間ドック）補助事業
なし

事業費総額 １,９０５ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

後期高齢者医療制度の充実
コード 345

根拠法令等
所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検診料補助金交付要
綱

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

22 諸収入
後期高齢者保健事業等補助
金

1,680

計 1,680

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 72 健康診断補助金 1,905

計 1,905
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

なし

　県内63市町村のうち、59市町村が人間ドックの一部助成を行っている。

歳出
歳入

-
 
1
7
 
-



款 項 目 02 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容

なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳出
歳入

計 443
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 61 過年度分国民年金事務委託金返還金 443

計

予算額(千円)

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

款 款 名 称 科 目 名 称

コード 752

根拠法令等 国民年金法、年金生活者支援給付金の支給に関する法律

歳
　
入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
　
　
出

節 財政運営

基
本
方
針

財源の確保

国民年金事務費

事業名 国民年金事務委託金返還金

事業費総額 ４４３ 千円

他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要
に応じて返還を行っている。

令和4年度国民年金事務費交付金等及び年金生活者支援給付金支給業務市町村
事務取扱交付金について、決算に基づき精算を行ったところ、交付済額が所要
額を上回っていたため返還するものである。

【返還額積算内訳】
　○国民年金事務費交付金等
　　・令和4年度基礎年金等事務及び福祉年金事務の人件費分（人件費全般）
　　　交付済額　　　　　　　　　　 　 31,939,262円
　　　確定額　　　　　　　　  　 －） 31,525,782円
　　　超過交付額（返還額）　　　　　　   413,480円…①
　○年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金
　　・令和4年度法定受託事務分（市民課年金担当職員の時間外勤務手当等）
  　　交付済額　　　　　　　　 　 　   1,593,246円
　　　確定額　　　　　　 　　　　－）  1,564,528円
　　　超過交付額（返還額）　　　　　　  　28,718円…②
　　・令和4年度協力・連携事務分（広報等に係る経費等）
　　　交付済額　　　　　　　　　　　　　  31,539円
　　　確定額　　　　　　         －）     30,969円
　　　超過交付額（返還額）　　　　　　　　 　570円…③
　
    　返還額合計（①＋②＋③）　　　　 　442,768円
　
      補正額　　　　　　　　　　　　　　 443,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 市民部　市民課

3 1 3 説明

-
 
1
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明 児童福祉運営費

事業名 民間保育園保育実施委託事業

事業費総額 ６１,７００ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

就学前児童の保育の充実
コード 232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

31,261

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、民間保育園委託料については、この公定価格に基づき、入
所者数等に応じて支払を行っている。

令和5年度公定価格が、令和5年4月に遡って増額改定されることとなり、令和
5年第4回定例会において予算の補正を行ったものの、更に予算額の不足が見込
まれることから不足分について増額するものである。
（国負担：負担率58.23/100・1/2、県負担：負担率1/4・20.885/100）

【対象施設】
　・市内民間保育園

    年度末見込額　　　　　　3,882,467,000円
　　12月補正後予算額　－）　3,820,767,000円
　　補正額　　　　　　　　　　 61,700,000円

17 県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

12,612

計 43,873

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 31 民間保育園保育実施委託料 61,700

計 61,700
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

　法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
る。

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
1
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 34,811
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

34,811

計 27,047

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 42 特定教育・保育施設等給付費負担金

県支出金
子どものための教育・保育
給付費負担金

7,115

17 県支出金
教育認定子どもに係る施設
型給付費等補助金

2,294

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
子どものための教育・保育
給付交付金

17,638

17

232

根拠法令等 子ども・子育て支援法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 子育て環境

基
本
方
針

児童福祉運営費

事業名 特定教育・保育施設等給付費負担金事業

事業費総額 ３４,８１１ 千円

就学前児童の保育の充実
コード

法に基づく事業であり、他の自治体においても、同様の事業を実施してい
る。

保育に要する費用については、年齢や地域、定員等を踏まえ、国が毎年公定
価格を定めており、特定教育・保育施設（民間保育園を除く。）及び特定地域
型保育事業に係る給付費については、この公定価格に基づき、入所者数等に応
じて、利用者負担額を除いた額の支払を行っている。

令和5年度公定価格が、令和5年4月に遡って増額改定されることとなり、令和
5年第4回定例会において予算の補正を行ったものの、更に予算額の不足が見込
まれることから不足分について増額するものである。
（国負担：負担率58.23/100・1/2、県負担：負担率1/4・20.885/100、県補助：
補助率1/2）

【対象施設】
　・施設型給付：幼稚園、認定こども園、市外公立保育園
　・地域型保育給付：小規模保育事業、事業所内保育事業

    年度末見込額　　　　　　2,493,054,000円
　　12月補正後予算額　－）　2,458,243,000円
　　補正額　　　　　　　　　　 34,811,000円

事  業  概  要  調  書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

3 2 2 説明

-
 
2
0
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　他の自治体においても、同様の事業を実施している。

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2 説明 保健事業費

事業名 がん検診事業
なし

事業費総額 ２０,２６０ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
早期発見・疾
病予防

基
本
方
針

がん検診の普及啓発
コード 323

根拠法令等
健康増進法、がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指
針（国）

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

本事業は、市民のがん死亡を減少させるため、国のがん予防重点健康教育及
びがん検診実施のための指針に基づいた、胃がん、肺がん、大腸がん、乳がん
及び子宮頸がん検診に加えて、前立腺がん検診を実施しているものである。

当初見込みに比べ受診者数が増加しているため、予算額の不足が見込まれる
ことから不足分について増額するものである。
　
【受診者の増加が見込まれるがん検診】
　　                       [当初]　　　　 [年度末見込]
　　・胃がん検診　　　　　 5,010人　　→ 　　5,536人
　　・乳がん検診　　　　　 5,200人 　 →     5,609人
　　・子宮頸がん検診　　　 8,000人 　 →     8,831人
　　・前立腺がん検診　　　 3,000人 　 →     3,272人

　  年度末見込額　　　236,727,000円
　　当初予算額　　－）216,467,000円
　　補正額　　　　　　 20,260,000円

予算額(千円)

計

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 52 がん検診委託料 20,260

歳入

計 20,260

歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

-
 
2
1
 
-



款 項 目 05 ②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

550,000

209
13,3801,278,8185,1091,273,709

550,000

674,336

計
416

2,745

4,700

文書保管業務委託料 209

0

0

207

674,336

【繰越額】

新型コロナウイルスワクチ
ン接種事務委託料

新型コロナウイルスワクチ
ン接種委託料

264
500

48,402 0

産業廃棄物処分委託料
手数料
通信運搬費

264
5,400
48,402

0

歳出

 左のうち繰越額計補正額予算額

88
5,400

238
4,900

令和6年度(千円)

新型コロナウイルスワクチンの特例臨時接種が令和5年度末で終了することに
伴い、事後処理に必要となる経費を令和6年度に支出することになる場合は、予
算の繰越しにより予算措置する必要があることが厚生労働省から示された。

このため、ワクチン保管用の超低温冷凍庫等の廃棄手数料及び予診票の保管
のための文書保管業務委託料を増額し、接種費用の請求処理、データ入力等の
事後処理に必要となる費用と併せて、事業予算を令和6年度に繰越明許するもの
である。
（国補助：補助率10/10）

【事業概要】
　・超低温冷凍庫26台、低温冷凍庫10台分の廃棄
　・ワクチン接種後の予診票386箱の保管

法に基づくものであり、他の自治体においても同様の事業を実
施する。

歳入

計 5,109
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

02 手数料 4,900

12 57 文書保管業務委託料 209

計 5,109
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

11

科 目 名 称 予算額(千円)

16 国庫支出金
新型コロナウイルスワクチ
ン接種体制確保事業費補助
金

5,109

基
本
方
針

予防接種・感染症の情報提
供コード 321

根拠法令等
予防接種法、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業実施要綱（国）、新
型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金交付要綱（国）

事業名 新型コロナウイルスワクチン接種事業

事業費総額 ５,１０９ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
早期発見・疾
病予防

（千円）

事  業  概  要  調  書

一般会計 健康推進部　健康管理課

4 1 2 説明 新型コロナウイルスワクチン接種事業費

-
 
2
2
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

一般会計 環境クリーン部　マチごとエコタウン推進課

4 1 3 説明 環境総務費

事業名 再生可能エネルギー普及推進事業

事業費総額 －　　

総合計画の体系
章

みどりあふれ
る持続可能な
エコタウン

節 低炭素社会

基
本
方
針

エネルギー使用に伴う環境
負荷の低減コード 412

根拠法令等
再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法、所沢市脱炭
素社会を実現するための条例、所沢市マチごとエコタウン推進計画

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

フロートソーラー所沢について、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関
する特別措置法に基づき、一般送配電事業者より、太陽光発電設備の出力を制
御する機器の取付けについて要請があったことから、出力制御機器の取付けを
行うものである。

なお、事業の実施に当たっては、令和5年度中に契約を締結するため、債務負
担行為を設定するものである。

【債務負担行為】
　・事　項：フロート式太陽光発電設備機器取付委託料
　・期　間：令和6年度まで
　・限度額：422千円

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

計
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　群馬県沼田市において、同様の出力制御機器の取付けを行っている。

歳出 422 

歳入 422 

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
2
3
 
-



款 項 目 05 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

都市計画道路所沢駅ふれあい通り線は、主要地方道東京所沢線から所沢駅東
口のくすのき台交差点までの延長780m、幅員20mの道路であり、鉄道と立体交差
することにより、駅周辺の慢性的な交通渋滞の解消や東西市街地の一体化を図
るものである。

このうち、県道久米所沢線から東村山第7号踏切（大踏切）の通りである市道
1‐525号線までの延長約200mについて、本事業により建設を進めるものであ
る。

この度、国から令和5年度の国庫補助金の当初内示額に加えて補正予算分の内
示があったことから、令和6年度に予定していた県道久米所沢線と鉄道の間の区
間である所沢駅ふれあい通り線県道東工区の一部にボックスカルバート（地中
に埋設される箱型の構造物）を整備する工事を前倒しして実施するため、必要
な費用について増額するものである。

なお、事業の実施に当たっては、事業予算を令和6年度に繰越明許するもので
ある。
（国補助：補助率5.5/10）

23

80,400
社会資本整備総合交付金
（所沢駅ふれあい通り線道
路築造費）

国庫支出金16

歳入
令和8年度(千円)

歳出

計 160,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 31 道路築造工事 160,000

79,500
所沢駅ふれあい通り線道路
築造事業債

市債

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

計 159,900

根拠法令等 都市計画法、道路法、踏切道改良促進法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

【鉄道と立体交差する都市計画道路の整備を行っている近隣自治体】
　・東松山市：都市計画道路　松高前通線
　・坂戸市　：都市計画道路　関間千代田線

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 市街地整備

2 説明 所沢駅ふれあい通り線道路築造費

基
本
方
針

事業名 所沢駅ふれあい通り線道路築造事業（1工区）

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

事業の進捗状況を踏まえ、事業説明会等を開催し、関係者から
意見を聴取する。

事業費総額 １６０,０００ 千円

事  業  概  要  調  書

一般会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

8 4

-
 
2
4
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

　県内の全ての市町村において、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本
協定に基づき、同様の対応を行っている。

歳出
歳入

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

計 18
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 51
埼玉県・市町村被災者安心支援制度
負担金

18

埼玉県内で自然災害が発生した際、被災者生活再建支援法の適用とならな
かった地域の被災世帯に対し、被災者生活再建支援法同様の支援を行うため、
県及び県内の全市町村は、埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定に
基づき、埼玉県・市町村半壊特別給付金等を支給している。

本事業は、令和4年7月12日からの大雨により被災し、県の規定する特別な理
由により民間賃貸住宅に入居したときがわ町の2世帯に対し、計1,236千円が支
給されたため、その一部を県内全市町村が世帯数等に応じて負担するものであ
る。

計

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

危機管理・防
災

基
本
方
針

地域防災体制の強化
コード 161

根拠法令等
埼玉県・市町村被災者安心支援に関する基本協定、所沢市地域防
災計画

事業名 災害対策・指定避難場所整備事業
なし

事業費総額 １８ 千円

総合計画の体系
章

人と人との絆
を紡ぐまち

節

事  業  概  要  調  書

一般会計 危機管理室

9 1 3 説明 災害対策費

-
 
2
5
 
-



款 項 目 02 ③市民参加の実施の有無とその内容
なし

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事　業　概　要　調　書

一般会計 学校教育部　学校教育課

10 1 4 説明 教育指導費

事業名 児童事故に係る賠償金

事業費総額 ３,９８７ 千円

総合計画の体系
章

子どもが大切
にされるまち

節 学校教育

基
本
方
針

地域が信頼する学校づくり
の推進コード 253

根拠法令等 ―

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

令和元年7月19日、小学校の林間学校の活動の際に、かまどの上に載せてある
調理中の熱湯が入った鍋に男子児童が誤って転倒し、臀部に火傷を負った。

この事件に関し、市に対して当該児童の保護者から損害賠償請求の訴えがな
され、判決が確定したことから、原告側に損害賠償金及び遅延損害金を支払う
とともに、あわせて、弁護委託料について補正するものである。

なお、損害賠償金及び遅延損害金の一部は、市の加入している全国市長会学
校災害賠償補償保険から保険金として市に支払われる予定である。

計
細 　節 　名 　称 予算額(千円)

12 88 弁護委託料 252

01 賠償金 3,695

21 33 訴訟費用 40

21

計 3,987
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

　学校事故の賠償については、他自治体においても同様に対応している。
歳入
歳出

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

-
 
2
6
 
-



款 項 目 04 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)

なし

他の自治体においても、前年度決算に基づき精算を行い、必要に応じて返還
を行っている。

歳入
歳出

令和4年度子ども・子育て支援交付金及び幼稚園型一時預かり事業費補助金に
ついて、実績額の確定に伴い、交付済額が所要額を上回ったことから、国及び
県に返還するものである。

なお、幼稚園型一時預かり事業は、国、県及び市で補助しており、歳入から
歳出を差し引いた額については、市への返還分とするものである。
　
【返還金積算内訳】
　・過年度分子ども・子育て支援交付金返還金
　　交付済額　　　　　　　　　　   43,200,000円
　　所要額　　　　　　　   －）　  39,070,000円
　　令和5年12月補正額　　　－）　　 4,126,000円
　　返還額　　　　　　　　　          　4,000円

　・過年度分幼稚園型一時預かり事業費補助金返還金
　　交付済額　　　　　　　　       39,074,000円
　　所要額　　　　         －）　　39,070,000円
　　返還額　　　　　　　　　          　4,000円

　　返還金合計　　　　　　　　          8,000円
計 8

翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

歳
　
　
　
出

節 細節

63
過年度分幼稚園型一時預かり事業費
補助金返還金

422

細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 62
過年度分子ども・子育て支援交付金
返還金

4

10

なし

計④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称

千円

総合計画の体系

予算額(千円)

22 諸収入
過年度分幼稚園型一時預か
り事業費補助金返還金

10

子育て環境

基
本
方
針

幼児教育の支援

4 1

コード 231

根拠法令等
子ども・子育て支援法、埼玉県一時預かり事業費補助金交付要
綱、所沢市幼稚園型一時預かり事業実施要綱

事業名 交付金等返還金

事業費総額 ８

説明 私立幼稚園費

章
子どもが大切
にされるまち

節

事　業　概　要　調　書

一般会計 こども未来部　保育幼稚園課

10

-
 
2
7
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 50,000
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

50,000

計 50,000

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

14 31 道路新設工事

繰入金 一般会計繰入金 △9,700 

3 市債
所沢駅西口土地区画整理事
業債

△7,600 

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

1 国庫支出金 社会資本整備総合交付金 67,300

2

根拠法令等
土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業所沢駅西口土地
区画整理事業施行に関する条例

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

所沢駅西口土地区画整理事業については、本市の表玄関にふさわしい魅力と
活力ある街を創出するため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開発事業との一
体的施行を行うなど、にぎわいと良好な住環境が両立する都市基盤の整備を進
めている。

この度、国から令和5年度の国庫補助金の当初内示額に加えて補正予算分の内
示があったことから、令和6年度に予定していた県道久米所沢線と所沢駅ふれあ
い通り線の交差点を新設する工事を前倒しして実施するため、必要な費用につ
いて増額するとともに、継続費の年割額を変更するものである。
（国補助：補助率1/2）

【近隣自治体における市街地再開発事業と一体的施行の土地区画整理事業】
　・東京都中央区：湊二丁目東土地区画整理事業
　・東京都中野区：中野二丁目土地区画整理事業

総合計画の体系
章

自然と調和す
る住みよいま
ち

節 市街地整備

2 説明 事業費

基
本
方
針

事業名 所沢駅西口土地区画整理事業

所沢駅周辺のにぎわいのあ
るまちづくりの推進コード 621

事業の進捗状況を踏まえ、事業説明会等を開催し、関係者から
意見を聴取する。

事業費総額 ５０,０００ 千円

事  業  概  要  調  書

所沢駅西口会計 街づくり計画部　所沢駅西口区画整理事務所

1 1

-
 
2
8
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）
　他の自治体においても、同様の制度を実施している。

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

2 1 1 説明 一般被保険者療養給付費

事業名 一般被保険者療養給付費
なし

事業費総額 ２９,８００ 千円

総合計画の体系
章

健幸（けんこ
う）長寿のま
ち

節
医療保険・医
療情報

基
本
方
針

保険給付の適正化
コード 341

根拠法令等 国民健康保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称 科 目 名 称 予算額(千円)

3 県支出金 保険給付費等交付金 29,800

一般被保険者療養給付費のうち、訪問看護療養費の不足が見込まれるため、
増額するものである。

【レセプト件数（1件当たり給付額）】
　　　　    　　     [当初]  　　　　　　　　[年度末見込]
　・64歳以下　 2,900件（49,000円）　→　　3,500件（50,200円）
　・65歳以上　 1,400件（70,000円）　→　　1,500件（62,800円）

　年度末見込額　　　　　269,900,000円
　当初予算額　　　－）　240,100,000円
　補正額　　　　　　　　 29,800,000円

計 29,800

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

18 35 訪問看護療養費 29,800

計 29,800
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)
歳入
歳出

-
 
2
9
 
-



款 項 目 01 ③市民参加の実施の有無とその内容

①事業の概要 (事業の目的・効果、提案に至った経緯、理由等)

②他自治体の類似する政策等（他の自治体の類似する政策等との比較検討）

⑤その他 (その他必要事項及び添付資料)
なし

歳入
歳出

計 13,358
翌年度以降の見込み額　（現時点での概算額であり、今後変更もある）

令和6年度(千円) 令和7年度(千円) 令和8年度(千円)

13,358

歳
　
　
　
出

節 細節 細 　節 　名 　称 予算額(千円)

22 62 保険給付費等交付金償還金 13,358

科 目 名 称 予算額(千円)

5 繰入金 その他一般会計繰入金 13,358
根拠法令等 国民健康保険法

④
事
業
費
及
び
そ
の
財
源
等

歳
　
入

款 款 名 称

計

節 財政運営

基
本
方
針

財源の確保
コード 752

補助金等返還金

事業名 補助金等返還金
なし

事業費総額 １３,３５８ 千円

総合計画の体系
章

未来（あす）
を見つめたま
ちづくり

他の自治体においても、過大に交付されたことが判明した場合には、補助金
の返還をしている。

県からの交付金について、会計検査にて過大に交付されたことが判明したこ
とから、過大に交付された額について返還するものである。

  〇保険給付費等交付金償還金
　　平成30年度埼玉県国民健康保険 保険給付費等交付金（特別交付金）
　　　交付済額           　　103,973,000円
　　　算定額　　 　　－）　　 90,615,000円
　　　過大交付額（返還額） 　 13,358,000円

事  業  概  要  調  書

国保会計 健康推進部　国民健康保険課

7 1 5 説明

-
 
3
0
 
-



（単位：千円）

補正前 補正後

福祉総務課 住民税非課税世帯価格高騰重点支援給付金支給事業
住民税非課税世帯価格高騰
重点支援給付金費

3,755,961 2,613,297 2,756,637

保健給食課 小中学校給食費保護者負担軽減事業 学校給食運営費 267,663 221,985 247,007

合計 4,023,624 2,835,282 3,003,644

地方創生臨時交付金充当事業一覧

担当課 事業名等 説明名称 予算額
地方創生臨時交付金

-
 
3
1
 
-


